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エグゼクティブサマリ

対象企業の概要

⚫ 会社名：アルコ株式会社

⚫ 設立：2004年8月 資本金：50百万円
⚫ 所在地：三重県津市

⚫ 事業内容：落石・斜面崩壊対策事業、土木・景

観事業、水環境事業

本報告書の対象

となる知財・無形
資産

⚫ 土壌を用いた微生物浄化システムで、汚水を長期

にわたり無色透明化

⚫ 微生物浄化と雨水利用による完全循環型の移動

式水洗トイレ

⚫ 微生物で有機物を除去し、雨水を生活用水レベル

まで浄化

対象企業の課題

⚫ 開発の課題：IoT維持管理技術の運用効率化と
国際基準対応を両立できる開発体制が未整備で

あり、多様な環境下でも安定稼働するモジュール

化・微生物制御技術の深化が求められている。

⚫ 生産の課題：需要拡大期に対応できる柔軟な生

産・施工管理体制と人材確保が不十分で、品質

維持と現場対応力の両立が課題となっている。

⚫ マーケティングの課題：主力事業と連携した統合的

マーケティングやブランド戦略が未整備で、製品の環

境・防災価値を訴求しきれていない。

⚫ 営業の課題：提案型営業と広域販売網の整備が

進まず、地域依存と受動的な販売体制から脱却で

きていない。

対象企業の

目指すべき姿

⚫ 先進のIoT技術と微生物制御を融合させ、環境に
配慮した持続可能な水処理ソリューションを提供し、

地域社会の安心・安全な水環境インフラ構築をリー

ドする企業を目指す。国内だけでなく海外市場にも

積極的に展開し、環境保全と防災を両輪に、信頼

されるトップランナーとなることを志向する。

事業目標

⚫ 国内市場では、ソフィール、ミニソフィ、アメリオの主力

製品の機能強化と設置拡大を通じてシェアを伸ばし、

多様な設置環境に対応した技術開発と品質向上

を実現。産学官連携を活用しイノベーションを推進。

持続可能で収益性の高い事業基盤を築き、社会

的価値の向上に貢献する。

課題解決の

方向性

⚫ 開発の方向性：IoT技術と土壌微生物制御の高
度化を目指し、多様な設置環境や海外展開に対

応可能な開発体制を整備し、製品の信頼性と市

場投入のスピードアップを図る。

⚫ 生産の方向性：増産に対応できる人材育成と現

場管理体制を強化し、製品のモジュール化・標準化

による生産効率の向上と品質の安定化を全国規

模で推進していく。

⚫ マーケティングの方向性：主力事業との連携を深化

させ、環境性能や防災機能の優位性を分かりやす

く訴求するブランド戦略を展開し、民間や海外市場

の積極的開拓を推進する。

⚫ 営業の方向性：顧客ニーズを先取りした提案型営

業体制を構築し、全国的な販売ネットワークの強化

を図りながら公共・民間の多様な市場を開拓する。
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事業概要・経営方針

企業概要（As-Is）

会社名 アルコ株式会社

法人番号 9190001003124

所在地 三重県津市藤方２２５４番地１

設立 2004年8月

資本金 ５0百万円

代表者 代表取締役会長 東 和生

代表取締役社長 中山和己

事業内容 • 落石・斜面崩壊対策事業：落石予防工事、防災対策等

• 土木・景観事業：土木建設資材、公園・景観関連資材の販売・施工等

• 水環境事業：環境に配慮した汚水処理システム「ソフィール」、雨水貯水・活用システム「アメリオ」等

企業理念 • 会社は永遠に存続しなければならない。

• 「誠実な心」を持ち、自由な発想とアクティブな行動で、人々の役に立つ存在を目指す。

• 人に優しいまちの「こころ」と「カタチ」を創造する。

経営方針 • 常に新しい事業に挑戦し、自由な発想と柔軟な思考で可能性を追求する。

• 市場のニーズを察知するため、「常にアンテナを立てておく」 ことを徹底する。

• 「機動力」「提案力」「技術力」を活かし、美しい自然と豊かな街づくりに貢献する。

• 顧客のニーズに合った資材・工法を提案する。

ウェブサイト https://www.alcoinc.co.jp/

対象となる知財の概要 • 特許6354025 汚水の土壌浄化処理装置及び土壌浄化処理方法

• 特許7023606 トイレの循環型簡易リフォームが可能な移動できる水洗トイレ

• 特許7278562 雨水活用システム

https://www.alcoinc.co.jp/
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事業概要（落石・斜面崩壊対策事業）

企業概要（As-Is）
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事業概要（土木・景観事業）

企業概要（As-Is）
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事業概要（水環境事業：「ソフィール」）

企業概要（As-Is）

https://www.alcoinc.co.jp/mizu/sofil/

https://www.alcoinc.co.jp/mizu/sofil/introduction/stuby/

https://www.alcoinc.co.jp/mizu/sofil/
https://www.alcoinc.co.jp/mizu/sofil/introduction/stuby/
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事業概要（水環境事業：「ミニソフィ」）

企業概要（As-Is）

https://www.alcoinc.co.jp/mizu/minisofi/

https://www.alcoinc.co.jp/mizu/minisofi/


10

事業概要（水環境事業：「アメリオ」）

企業概要（As-Is）

https://www.alcoinc.co.jp/mizu/amelio/

https://www.alcoinc.co.jp/mizu/amelio/
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事業への貢献内容（水環境事業）

事業の核となる知的財産（As-Is）

自社技術や他企業・大学とのネットワーク・行政への営業ノウハウが、水環境事業の開発に貢献している。

また、知的財産権の取得により、ブランド保護や技術保護がされており、事業が保護できている。

• 技術財産

• 土木事業で培った設計技術

• 汚水の土壌浄化処理技術

特6354025

• 移動型水洗トイレ設計技術

特7023606

• 雨水浄化技術

特7278562

• 他社とのネットワーク

－土木事業で培ったメーカーとのネットワーク

• 他社から事業供与

• 建設会社との共同開発

• 斜面対策研究協会・ソフィール協会

• その他知的財産・無形資産

• 商標権

• 国土交通大臣認定システム

• 自然地域し尿処理技術実証事業

（ETV）

• 産学連携

• 立命館大学

• 三重大学

• 営業ノウハウ

• 行政への営業ノウハウ

• 土木事業で蓄積した行政からの信頼

水環境事業の拡大

技術

営業

ブランド
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事業への貢献内容（落石防止事業）

事業の核となる知的財産（As-Is）

ワイヤーネット工法

クラッシュネット工法

圧入マット式根固工法

アンカーネット工法

• 不安定な岩塊同士を連接しワイヤーネットで巾着状に被覆、岩塊同士を一体化する事で安定化を図る工

法。

• 斜面上での作業を考慮、すべて軽量な部材構成で、人力施工を可能にしています。また、様々な地山形状

や立木など不確定要素の多い自然斜面で、アンカー打設位置など自由度を高める事で、より確実な施工が

可能です。

• 関連知的財産権：特許4615203

• ワイヤーネットを設置した斜面に先行して緊張力を与えた補強材を設置する地山補強土工法。

• 先行荷重により、締付および引止効果を発揮させることで地山の変異を許容しない特長を持つ。凹凸の多

い自然斜面や落石対策を併用する急傾斜地など、従来工法では対応できない厳しい条件でも幅広く適用

が可能です。

• 関連知的財産権：特許5283014

• 不安定な岩塊脚部の間詰め空間にコンクリートマットを用いてグラウトを加圧充填し根固めする工法。

• 従来工法は、生コン打設が必要であり、生コン車との距離が遠くなる条件や斜面上での型枠設置作業や

不安定岩塊の脚部を床堀するなど安全面での課題などがあり施工が出来ない場合でも、当工法は簡易な

機材で作業できるため採用が可能です。

• 関連知的財産権：特許5800765
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事業への貢献内容（水環境事業）

事業の核となる知的財産（As-Is）

ソフィール®

アメリオ®

ミニソフィ®

• 土壌中の微生物による汚水浄化システム。好気性微生物による処理を行うことにより、長期にわたって水を

無色透明な状態に保持することができる。

• 浄化水はトイレ用水や栽培用水等に活用可能。国立の自然公園や山岳・海浜公園の公衆トイレなど全国

240か所で利用されている。

• 関連知的財産権：特許6354025、登録商標6290230

• ソフィールの汚水浄化技術を活用した移動式の水洗仮設トイレ。完全循環式。壁部に断熱材と排気ファン

を設け、微生物の生育環境を保つことができる。雨水を手洗い水等に利用できるアメリオを併設すれば水道

のない場所でも完備されたトイレが設置できる。

• 災害地域、キャンプ場、工事現場への設置が可能

• 関連知的財産権：特許6354025、特許7023606、登録商標6278266

• 貯留した雨水の有機物を好気性微生物・嫌気性微生物で除去できる浄化装置。これにより、雨水中の汚

濁質を除去し、雨水を生活用水レベル（整雨レベルIV）まで浄化することができる。

• 国立の自然公園や山岳・海浜公園の公衆トイレなど上水のない地域に生活用水の供給が可能

• 関連知的財産権：特許6238238（通常実施権）、特許7278562、登録商標6076171
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保有知財の分析・評価(ソフィール・ミニソフィについて）

事業の核となる知的財産（As-Is）

 従来の汚水浄化技術

浄化材料として、活性炭、ゼオライト、オゾン等を用いることが主流。しかし、これらを用いた汚水の

浄化槽は色度の除去率が長期間保持されないこと、浄化材の交換頻度が多いことが課題として存

在していた。一方、土壌微生物を利用した汚水の浄化方法は知られてはいたものの、目詰まりがしや

すいこと、また、他の浄化材を使用した浄化槽と比べて広い設置面積が必要という課題があり、小型

の浄化槽への導入はされていなかった。

 当社技術の特徴

●特定の土壌を利用した土壌微生物による汚水の浄化

高い浄化性能を持ち、処理水の色度除去性能を長期間保持し、目詰まりしにくい構造になって

いる。

浄化材の交換は不要であり、低コスト化が可能。
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保有知財の分析・評価 ≫下水の水浄化技術（循環水）の課題×技術マップ

事業の核となる知的財産（As-Is）

土壌の一般浄化槽への適用は、当社以外で行っておらす、技術的にも希少性が高いことがわかる。

さらに、着色のなかでも、透明性の保持ができるのは当社技術のみです。また、他社は土壌浄化においてコンパクト化が実現できていな
いことがわかる。

＊下記マップは他社と比較した当社技術のポジションを把握するためのマップである。「下水から循環水に浄化する技術」の特許をまとめ、当社の水浄化技術
と比較した。

課
題

浄化技術

アルコの特許6354025
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保有知財の分析・評価 ≫循環式水洗トイレの特許集団-解決課題ランキング

事業の核となる知的財産（As-Is）

当社の保有する、水の透明性を保存する技術は（マップ中の脱色・着色にあたる）は、他社でもある程度重要視されている課題と
考えられる。

また、「季節」「温度変化」といった課題は、他社でもあまり注目されておらず、季節問わず微生物の生育環境を保持する構造特許
の希少性があると言える。

一方、臭いを解決課題とした出願も多く、臭いを解決する技術には一定のニーズがあると考えられる。
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保有知財の分析・評価 ≫循環式水洗トイレ＞着色が解決課題である特許群の技術ランキング

事業の核となる知的財産（As-Is）

土壌微生物による色素分解技術は、他社でも導入されていないことがわかる。

脱色技術でも、特に浄化水の無色透明状態を長期間保持する技術は他社では実現できておらず、

当社技術の希少性があるのではないか。

＊当社水浄化技術の特許6354025は、循環式水洗トイレの技術ではないため母集団には含まれない。



19

保有知財の分析・評価(水環境事業の知財について）

事業の核となる知的財産（As-Is）

 保有知財の評価

• 特定の土壌による汚水浄化の技術が保護できるような内容。

• 適切に土壌微生物による汚水浄化技術を守る特許網の形成が進められていると評価できる。

• 一方で一般浄化槽の課題として、汚泥の処理、余剰水の処理、多様なスケールへの対応、保守・

管理のしやすさなどがある。

• また、土壌浄化槽ならではの課題として、土壌に代替する微生物床の開発リスクがあると考えられ

ます。新たな土壌が見つかった場合に備えての対応も必要。

• 上記のような課題を解決できるような技術を確保することで、土壌浄化槽の他社参入を防ぐことが

でき、また継続的な事業の確保が可能となると考えられる。
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競合他社技術との比較（水事業全般を母集団とした）

事業の核となる知的財産（As-Is）

■ 権利存続中

■ 未審査

■ 権利化前消滅

横軸：筆頭FI、縦軸：出願人、円の色：権利状態、を示しています。筆頭FIは特許のメインテーマに付与されており、
下記グラフは各出願人の特許の主な特徴点を示しています。アルコは着色除去技術に特徴があることがわかる（緑枠）。

一方、長大を除く競合は、トイレと浄化経路の構造や装置での特徴がみられる（青枠）。

長大は、複合発酵を利用した浄化技術に特徴がある。（橙枠）

（株式会社季季長大）



現状のビジネス状況（As-Is）
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事業実績（水環境事業：「ソフィール」）

現状のビジネス状況（As-Is）

https://www.alcoinc.co.jp/wp/wp-content/uploads/0f365100e81556b46622aed8b84d76ea.pdf

https://www.alcoinc.co.jp/wp/wp-content/uploads/c77b0cb2d0ccbc24f03ea3c0dded5c87.pdf

https://www.alcoinc.co.jp/wp/wp-content/uploads/c77b0cb2d0ccbc24f03ea3c0dded5c87.pdf
https://www.alcoinc.co.jp/wp/wp-content/uploads/c77b0cb2d0ccbc24f03ea3c0dded5c87.pdf
https://www.alcoinc.co.jp/wp/wp-content/uploads/c77b0cb2d0ccbc24f03ea3c0dded5c87.pdf
https://www.alcoinc.co.jp/wp/wp-content/uploads/c77b0cb2d0ccbc24f03ea3c0dded5c87.pdf
https://www.alcoinc.co.jp/wp/wp-content/uploads/c77b0cb2d0ccbc24f03ea3c0dded5c87.pdf
https://www.alcoinc.co.jp/wp/wp-content/uploads/c77b0cb2d0ccbc24f03ea3c0dded5c87.pdf
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事業実績（水環境事業：「アメリオ」）

現状のビジネス状況（As-Is）

https://www.alcoinc.co.jp/wp/wp-content/uploads/amelio-performance-list20240418.pdf

・ソフィールの設置場所において、手洗い水が確保できない地域（山間部、島など）では手洗い水としてアメリオをパッケージ販売

している。

・維持管理に関して、法定点検の必要性はないが、専門業者にみてもらったほうがいいかもしれない。

・関連の国土交通省のガイドラインあり。 水資源：雨水の利用の推進に向けた取組 - 国土交通省

https://www.alcoinc.co.jp/wp/wp-content/uploads/amelio-performance-list20240418.pdf
https://www.alcoinc.co.jp/wp/wp-content/uploads/amelio-performance-list20240418.pdf
https://www.alcoinc.co.jp/wp/wp-content/uploads/amelio-performance-list20240418.pdf
https://www.alcoinc.co.jp/wp/wp-content/uploads/amelio-performance-list20240418.pdf
https://www.alcoinc.co.jp/wp/wp-content/uploads/amelio-performance-list20240418.pdf
https://www.alcoinc.co.jp/wp/wp-content/uploads/amelio-performance-list20240418.pdf
https://www.alcoinc.co.jp/wp/wp-content/uploads/amelio-performance-list20240418.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/mizsei/mizukokudo_mizsei_tk1_000056.html
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/mizsei/mizukokudo_mizsei_tk1_000056.html
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/mizsei/mizukokudo_mizsei_tk1_000056.html
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事業展開（水環境事業）

現状のビジネス状況（As-Is）

◼販売ルートは、直販以外にはソフィール協会の会員に販売代理を依頼。

➢当社は、設計事務所への設計図作成等支援を主体的に実施。

➢現地の販売店が役所営業、元請決定後の受注活動を主体的に実施。

◼ ソフィール協会 ソフィール協会 | ソフィール協会公式ホームページ
➢当協会を活用して、ソフィール、アメリオの全国展開を図っている。

➢正会員 22社、特別賛助会員 2社
• 水環境事業関連の材料供給、販売関連の企業（施工専門企業はなし）

➢年会費5万円
➢ 「総会および講演会」、「ソフィール協会研修会」を各1回/年に三重県中心に開催
• 大学の先生や役所の方を講師として招いたりしている。

• ソフィール、アメリオの技術的説明や、社会動向等の説明を実施。

➢広報・広告宣伝活動

• トイレトリップ/toiletrip toiletripとは | ソフィール協会公式ホームページ
−ブログを常時更新。
−記事は、ソフィール協会メンバーに執筆してもらっている。
−一般向けを対象として、屋外での綺麗なトイレの必要性を知ってもらう目的。

• ソフィールレポート：日本各地での実績紹介

• ソフィールニュース：年に4回発行。新製品・機能、最新の導入事例の紹介など
−ソフィール設置していただいた市町村や設計事務所等に郵送している。
−チラシを作成し、市町村の関係部署へダイレクトメールを送ったことがある。

https://sofil-kyokai.com/organization
https://sofil-kyokai.com/organization
https://sofil-kyokai.com/organization
https://sofil-kyokai.com/toilettrip%e3%81%a8%e3%81%af
https://sofil-kyokai.com/toilettrip%e3%81%a8%e3%81%af
https://sofil-kyokai.com/toilettrip%e3%81%a8%e3%81%af
https://sofil-kyokai.com/toilettrip%e3%81%a8%e3%81%af
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事業環境分析（３C分析）（水環境事業）

現状のビジネス状況（As-Is）

Customer

Company

Distributors

Competitors

Suppliers

◼ 土壌微生物膜合併処理浄

化槽「ソフィール」を核とし、

移動循環型トイレ「ミニソ

フィ」、雨水貯水活用システ

ム「アメリオ」など多様な水環

境事業製品を展開。

◼ 産学官連携も積極的に推

進し、地域重点と海外展開

も視野に入れた技術開発に
取り組む。

◼ ソフィール協会、斜面対策委

員会（落石・斜面崩壊対
策事業関連）の主管

◼ 主に公共施設、自治体、学校、企業、観光施設、災

害対策拠点など多様な排水処理・水質浄化ニーズを
持つ顧客。

◼ 環境意識の高まりやSDGs、再生水利用、災害対策お
よび地域密着型の社会インフラ運営者が中心となる市
場。

◼ ソフィール：

◼ ミニソフィ：

yutterui
矩形

yutterui
矩形
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事業環境分析（競合他社分析）（水環境事業）

現状のビジネス状況（As-Is）

⚫ 微生物を活用した自然循環型の浄化・雨水

再利用技術を自社開発。

⚫ 現場課題起点の改良が早く、自治体や建設

業者と共同研究実績多数。

⚫ 簡易施工・低コスト・維持管理性を重視した

製品設計が特徴。

⚫ 国内自社工場で少量多品種のカスタム対応

を行う。

⚫ 樹脂濾材や構造部材などを一貫管理し、施

工仕様に合わせた柔軟対応。

⚫ 環境配慮素材を積極的に採用し、品質重視

の安定供給体制。

⚫ 自治体・建設業向けに「自然共生・地域水循

環」をテーマとした訴求。

⚫ 実証事業・展示会を活用した信頼性重視の

ブランド戦略。

⚫ 地方自治体・観光・教育施設など、地域案

件で高い知名度。

⚫ 官公庁や建設会社への直接提案型営業を

展開。

⚫ 技術者が現場に入り、提案から施工・メンテま

で一貫対応。

⚫ 地方案件を中心に安定した顧客基盤を形成。

アルコ

開発

生産

マーケティング

営業
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事業環境分析（SWOT分析）（水環境事業）

現状のビジネス状況（As-Is）

内部環境

強み 弱み

外

部

環

境

機

会

脅

威

⚫ 独自の土壌微生物膜技術などを活用し、SDGs

や脱炭素政策、災害対策ニーズに沿った製品を積

極的に市場投入。

⚫ IoTやデジタル技術を導入し、効率的な水環境管

理ソリューションとして提案範囲を拡大。

⚫ 営業網やブランド認知の弱さを補うため、販売パー

トナーや地域代理店網を強化し、積極的な広報活

動で認知度向上を図る。

⚫ 製品ラインアップを広げ多様な市場ニーズ（特に価

格面）に対応できる汎用性の高い製品開発を強

化。

⚫ 技術優位を活かして差別化し、低価格競合や技術
革新に対抗する。

⚫ 変化する法規制に対応可能な製品アップデートや
認証維持に注力し市場シェアの維持を図る。

⚫ 企業の資源を重要成長分野へ集中し、経営資源
の最適化を行う。

⚫ 法規制対応の難しい製品は廃止や見直しを行い、
営業網強化策やM&Aで弱点克服に取り組む。
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保有知財の分析・評価 ≫下水浄化および循環式水洗トイレの主な出願人の推移

現状のビジネス状況（As-Is）

多くの大手企業が撤退した分野とみられる。

しかし、近年の需要の高まりから、中小企業を中心に参入が見られる。

また、季季季季季季季季季季季季季季季季季季季季季季季季季季季季季季季季季季季といった大手の出願も近年見られる。

当社ならではの企業価値を見出した製品開発・参入障壁・早期の販路の構築が事業拡大のキーとなり得る。

＊その他には総出願件数が1件の中小企業を含めた。 ■権利化済 ■権利化後消滅 ■権利化前消滅

■審査請求済 ■未審査

車両利用よりも下水道対策のほうが費

用対効果がよいとの判断か。

また、鉄道車両は如何に水を使わないか

が課題なので研究開発の方向性が異な

るか。

土壌を使ったソリューションでは、モビリティ

は難しい（燃費の課題）。

yutterui
矩形

yutterui
矩形
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現状の事業課題

現状のビジネス状況（As-Is）

開発の課題

⚫ IoT先端技術を活用した維持管理システム（異常検知、送水ポンプ稼働時間確認）の通信費、電池の消耗・交換が課題。
⚫ 多様な設置環境に対応可能な製品の汎用性やモジュール化設計の強化が必要。

⚫ 国際展開に伴う海外市場・法規制対応を想定した製品開発体制（特に技術者育成）の整備が不足している。

⚫ ソフィールで使用する土壌に含まれる、色・匂いを消す微生物の性質を完全に分析し切れていない。海外に輸出できない。

生産の課題

⚫ ソフィール、ミニソフィの生産体制は確立しているが（10~20基/年）、工事対応の現場管理者不足が課題。
⚫ ミニソフィの販売量増加の際の生産体制と保守点検体制の確立は今後の課題

⚫ アメリオの生産体制（OEM生産）は確立しているが（3基程度/月）、販売量増加の際の生産体制の強化は課題。
⚫ ソフィールの保守点検を実施する地元の浄化槽維持管理業者とのコミュニケーション不足・維持が課題。

⚫ アメリオの保守管理は施工主が実施するが、問題発生時の現地周辺での対応体制の強化が課題。

マーケティングの課
題

⚫ 主力事業（落石・斜面崩壊対策事業、土木景観事業）と組み合わせたマーケティング戦略を構築できていない。

⚫ ブランド認知度が低く、市場浸透力の強化が必要。

⚫ 環境性能や災害対策などの技術的優位性を顧客にわかりやすく伝えるプロモーション不足。

⚫ 公共工事ではない民間の新規顧客開拓や海外市場への効果的なマーケティング戦略の構築が遅れている。

営業の課題

⚫ 主力事業（落石・斜面崩壊対策事業、土木景観事業）での手法（公共事業等での企画段階からの入り込み）が充分活

かされていない。

⚫ ミニソフィを防災トイレとして都市部で設置した場合、汚泥の処理、余剰水の処理が課題。

⚫ 問い合わせベースでの対応となっているアメリオの積極的な販売手法が課題。
⚫ 地域密着型での営業展開に偏りがあり、全国的なネットワーク拡張が遅延。



知財を活用した経営戦略策定に向けて（To-Be）
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課題解決の方向性・事業目標（水環境事業単独）

知財を活用した

経営戦略策定に向けて（To-Be）

開発

生産

マーケティング

営業

⚫ IoT先端技術を活用した維持管理システム（異常検知、送水ポンプ稼働時間確

認）の通信費、電池の消耗・交換が課題。

⚫ 多様な設置環境に対応可能な製品の汎用性やモジュール化設計の強化が必要。

⚫ 国際展開に伴う海外市場・法規制対応を想定した製品開発体制（特に技術者育

成）の整備が不足している。

⚫ ソフィールで使用する土壌に含まれる、色・匂いを消す微生物の性質を完全に分析し

切れていない。海外に輸出できない。

⚫ ソフィール、ミニソフィの生産体制は確立しているが（10~20基/年）、工事対応の現場管理者不

足が課題。

⚫ ミニソフィの販売量増加の際の生産体制と保守点検体制の確立は今後の課題

⚫ アメリオの生産体制（OEM生産）は確立しているが（3基程度/月）、販売量増加の際の生

産体制の強化は課題。

⚫ ソフィールの保守点検を実施する地元の浄化槽維持管理業者とのコミュニケーション不足・維持が

課題。

⚫ アメリオの保守管理は施工主が実施するが、問題発生時の現地周辺での対応体制の強化が課

題。

⚫ 主力事業（落石・斜面対策事業、土木景観事業）と組み合わせたマーケティング

戦略を構築できていない。

⚫ ブランド認知度が低く、市場浸透力の強化が必要。

⚫ 環境性能や災害対策などの技術的優位性を顧客にわかりやすく伝えるプロモーション

不足。

⚫ 公共工事ではない民間の新規顧客開拓や海外市場への効果的なマーケティング戦

略の構築が遅れている。

⚫ 主力事業（落石・斜面対策事業、土木景観事業）での手法（公共事業等での

企画段階からの入り込み）が充分活かされていない。

⚫ ミニソフィを防災トイレとして都市部で設置した場合、汚泥の処理、余剰水の処理が

課題。

⚫ 問い合わせベースでの対応となっているアメリオの積極的な販売手法が課題。

⚫ 地域密着型での営業展開に偏りがあり、全国的なネットワーク拡張が遅延。

課題

⚫ IoT維持管理システムの通信費・電池消耗課題に対し、省電力型モジュー
ルと低コスト通信インフラの導入を推進する。

⚫ 設置環境の多様化に対応した製品のモジュール化設計・汎用化を強化し、

開発標準プロセスを確立する。

⚫ 海外市場・法規制対応に向け、技術者育成・分析体制の強化と土壌微

生物の性質研究の深化を進め、輸出対応可能な製品体制を整備する。

⚫ 工事現場管理者の育成・確保を拡充し、安定した工事・施工体制の実現

を目指す。

⚫ 増産時の生産・保守体制強化のため、効率的な生産計画と地元協力業

者との連携強化を進める。

⚫ アメリオも含めたOEM・委託生産での品質管理・問題対応体制のマニュア

ル化と迅速対応を徹底する。

⚫ 主力事業との複合提案や連携事例を活かし、ワンストップ型マーケティング

戦略を再構築する。

⚫ 顧客理解を深める技術解説コンテンツ、動画・セミナー等を活用し、技術的

優位性・環境性能訴求型プロモーションを強化する。

⚫ 民間・海外市場に向けたターゲティング戦略・ブランド認知向上活動を展開

し、新規顧客層の開拓を推進する。

⚫ 企画段階から主力事業手法（コンサル提案・早期提案）を活用し、公

共・民間双方の需要獲得を目指す。

⚫ ミニソフィの防災・都市設置時の処理課題に対し、関連業者・自治体との

パートナーシップによる解決策・サポートスキームを開発する。

⚫ アメリオの積極営業手法の確立、全国対応可能なネットワーク構築、営業

人員の拡充と教育による営業基盤強化を推進する。

課題解決の方向性・事業目標
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必要な経営戦略リスト、戦略検討に向けた検討論点（水環境事業単独）

知財を活用した

経営戦略策定に向けて（To-Be）

⚫ 省電力IoTや低コスト通信インフラの導入を進め、

維持管理の効率化を図る。

⚫ 設置環境に合わせた製品のモジュール化設計を

強化し、標準プロセスを定着させる。

⚫ 海外展開への法対応・技術者育成、土壌微生

物の特性解明を推進し、輸出対応力を高める。

⚫ 工事現場管理者の育成・確保をし、安定工事

体制づくりに取り組む。

⚫ 増産・保守強化ならびに地元業者との連携強

化によって柔軟な生産体制を準備する。

⚫ 委託生産の品質・問題対応体制の強化やマ

ニュアル化による現場力向上を図る。

⚫ 主力事業との複合連携によってマーケティング戦

略を組み直す。

⚫ 技術や環境性能を伝える専門解説・動画・セミ

ナー等を活用した訴求型プロモーションを拡充する。

⚫ 民間・海外向けターゲティングとブランド浸透活動

を強化し、新規顧客開拓を加速する。

⚫ 企画段階からコンサル提案を活用し、公共・民

間ニーズの早期獲得を目指す。

⚫ ミニソフィの処理課題にはパートナー連携で解決

策を展開する。

⚫ 積極営業手法と全国ネットワークの構築・人材

育成で営業基盤を充実させる。

課題解決の方向性

知財戦略

量産化・

生産性改善
戦略

販売・市場開拓

戦略

財務戦略

⚫ IoT維持管理システムや土壌微生物膜浄化技術の特許網拡
充と海外権利取得により、国際市場での独占的地位を確保。

⚫ 産学官連携を強化し、微生物の色・匂い除去技術等の未解

析領域を特許化し、技術の深堀と差別化を図る。

⚫ 技術陣の知財教育を促進し、発明創出と権利保護の継続的

強化により競合参入の防御壁を高める。

⚫ 多様な設置環境に対応可能なモジュール化と製品汎用化を推

進し、製造工程の標準化で量産性を向上させる。

⚫ 増産時に対応可能な生産・保守体制を整備し、工事対応人
材を計画的に育成して現場管理の課題を解消。

⚫ OEM含む生産委託先とは品質管理・対応マニュアルを共有し、
保守コミュニケーションや障害対応力を強化。

⚫ 主力事業との連携を活用した統合マーケティング戦略を構築し、

ブランド認知度と市場浸透率を高める。

⚫ 環境性能や災害対策能力を明確化・発信するための専門コン

テンツやセミナーを充実させ、新規顧客開拓を加速。

⚫ 都市部防災トイレ設置時の処理課題解決を含む顧客課題へ

のワンストップ提案を推進し、営業の全国展開を促進する。

⚫ 量産体制強化と技術開発への重点的な資本配分により、効

率成長路線の確立と収益性改善を図る。

⚫ 補助金や公的支援を積極活用し、開発費の軽減と新市場開

拓投資のリスクを低減する。

⚫ コスト構造を見直し、保守サービス等の収益安定化とキャッシュフ

ロー管理を強化する。

戦略検討におけるポイント必要な

戦略リスト

開発

生産

マーケティング

営業
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ビジネスモデル

知財を活用した

経営戦略策定に向けて（To-Be）

⑧パートナー

◼ 主力事業連携先としての土

木・景観関連企業、研究機

関

◼ 地域代理店、施工・メンテナン

ス業者

◼ 行政機関や産学官連携プロ

ジェクトメンバー

⑦主要活動

◼ 環境性能・災害対応力に優

れた製品開発と技術改良

◼ 生産効率向上のための量産

設備整備と品質管理

◼ 受注営業・市場開拓・既存顧

客へのアフターサービス展開

②価値提案

◼ 土木景観・防災事業と連携し

た高耐久・環境調和型浄化

槽の提供

◼ 防災性能を強化した災害時

対応型水環境ソリューション

◼ 省エネ・環境性能に優れた先

進的な水処理技術の提案

④顧客との関係

◼ クロスセルや複合提案を通じた

既存顧客との長期パートナー

シップ

◼ 保守・施工・緊急対応のワン

ストップサービス提供による信

頼構築

◼ 地域密着営業による顧客ニー

ズの細やかなフォローアップ

①顧客セグメント

◼ 官公庁や自治体を中心とした

公共インフラ運営者

◼ 環境意識および防災意識が

高い民間企業（観光施設、

工場等）

◼ 主力事業（落石・土木景

観）と連携した包括環境保

全ニーズ顧客

③チャネル

◼ 主力事業の営業ネットワークや

地域代理店を活用した全国

展開

◼ 環境・防災関連展示会、セミ

ナー、オンラインマーケティング

◼ 産学官連携プロジェクト・公共

入札を通じたチャネル構築

⑥リソース

◼ 土木景観・落石対策技術を

含む技術力及びノウハウ

◼ 特許を含む知的財産、及び

産学官連携による研究開発

力

◼ 全国営業ネットワーク及び地

域パートナー企業

⑨コスト構造

◼ 研究開発および知財管理コスト

◼ 生産設備投資及び製造コスト

◼ 営業活動・マーケティング及びサービス提供コスト

⑤収益の流れ

◼ 浄化槽・水処理システムの販売・設置収益

◼ 保守メンテナンス・緊急対応サービスの定期収益

◼ 主力事業連携による複合環境ソリューションの付加価値収益
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1. 納品された報告書についての著作権は特許庁に帰属しておりますが、特許庁ウェブサイト（知財金融ポータル
サイト含む）で公開された報告書を他者へ開示・掲載等される場合には、特許庁ウェブサイトの利用ルールに
則り、特許庁ウェブサイト（知財金融ポータルサイト）からの引用である旨を示した上で使用することが可能
です（※１）。 
また、対象の金融機関・企業が本事業の目的や趣旨の範囲内で利用する場合（※２）には、著作権が特許庁に
帰属することを明記した上で、利用できますが、報告書の非公開部分（特許庁ウェブサイトで公開していない
部分）は、原則、不特定多数への開示はお控えください。 
ご利用にあっては、事前に特許庁へのお問合せをお願いいたします。
※１：特許庁ウェブサイト「1. 特許庁ウェブサイトのコンテンツの利用について」（知財金融ポータルサイトへの掲載資料にも準用）

このサイトについて | 経済産業省特許庁

※２：本事業の目的は、企業が自社の強みとその事業上の位置づけを金融機関等のステークホルダーに適切に示し対話促進につなげることです。例
えば、自機関・自社内での報告書の共有、自社の強みのステークホルダーへの開示等は目的の範囲内となりますが、知財の権利譲渡や損害賠償額算
定等における価値評価は本事業の目的範囲外となります。 

2. 報告書の内容は納品時点の情報であり、ヒアリング時点の内容における認識違い・誤りや、その後の状況の変
化により、報告書の内容と実際との間で違いが発生する可能性がございます。また、個別の報告書の内容につ
いては、特許庁の公式見解ではなく、また特許庁が責任を負うことはありません。 

3. 納品時点の内容に誤りがある場合、特許庁は受託事業者に対して修正等を求め、これに基づき受託事業者は報
告書作成者に対して修正等の対応を求めることができます。 

4. 個別の報告書に対する問い合わせについては、2026年3月までは受託事業者が対応いたします。また、2026年4
月以降は、委託元である特許庁が対応いたします（ただし、報告書の内容の詳細については対応しかねる場合
がございます）。

https://www.jpo.go.jp/toppage/about/index.html
https://www.jpo.go.jp/toppage/about/index.html
https://www.jpo.go.jp/toppage/about/index.html
https://www.jpo.go.jp/toppage/about/index.html
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